
番　号 11

１ 組織名等
（平成１９年１０月１日現在）

役員の任免

予算・決算

役員の任免

予算・決算

今後の組織改編予定
平成20年10月1日に、国際金融等業務と海外経済協力業務が分離され、前
者は、同日発足予定の株式会社日本政策金融公庫の国際協力銀行業務と
なり、後者は独立行政法人国際協力機構に統合される予定。

任命：総裁及び監事は、財務大臣が任命。副総裁は、財務大臣の認可を受
けて、総裁が任命。（国際協力銀行法第11条）

解任：財務大臣に解任義務及び解任権限あり（国際協力銀行法第14条）。

予算：
・毎事業年度、収入及び支出の予算を作成し、財務大臣に提出（国際協力
銀行法第30条）。
 
決算：
・毎事業年度の決算報告書を作成し、財務大臣に提出（国際協力銀行法第
43条第1項）。

政府の
関与

なし

予算：国会の議決に関しては、国の予算の議決の例による（国際協力銀行法
第33条）。

決算：国の歳入歳出の決算とともに、国会に提出（国際協力銀行法第43条第
3項）。

国会の
関与

所管府省 財務省、外務省

資本金

事業目的

国際協力銀行は、一般の金融機関と競争しないことを旨としつつ、我が国の
輸出入若しくは海外における経済活動の促進又は国際金融秩序の安定に
寄与するための貸付け等並びに開発途上にある海外の地域（以下「開発途
上地域」という。）の経済及び社会の開発又は経済の安定に寄与するための
貸付け等を行い、もって我が国及び国際経済社会の健全な発展に資するこ
とを目的とする。

8,217,008,477千円 政府出資比率 100.00%

組織形態 特別銀行

根拠法規 国際協力銀行法（平成11年法律第35号）

調 査 票

特殊法人名 国際協力銀行

HPアドレス http://www.jbic.go.jp/japanese/index.php
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２ 職員数等

非常勤

888人 0人

プロパー職員数 824人 0人

所管官庁からの出向者数 11人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 27人 0人

26人 0人

同上 886人 0人

プロパー職員数 825人 0人

所管官庁からの出向者数 11人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 22人 0人

28人 0人

同上 883人 0人

プロパー職員数 825人 0人

所管官庁からの出向者数 12人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 21人 0人

25人 0人

同上 878人 0人

プロパー職員数 827人 0人

所管官庁からの出向者数 11人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 18人 0人

22人 0人

同上 872人 0人

プロパー職員数 824人 0人

所管官庁からの出向者数 10人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 18人 0人

20人 0人

同上 869人 0人

プロパー職員数 821人 0人

所管官庁からの出向者数 10人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 17人 0人

21人 0人

同上 865人 0人

プロパー職員数 818人 0人

所管官庁からの出向者数 10人 0人

所管官庁以外の官庁からの出向者数 16人 0人

21人 0人

３ 役員数等

非常勤

10人 2人

10人 2人

9人 2人

10人 2人

10人 2人

10人 1人

10人 2人

常　勤

平成１７年４月１日現在

平成１９年４月１日現在

平成１８年４月１日現在

役員数

平成１９年４月１日現在

平成１８年４月１日現在

平成１６年４月１日現在

その他（民間等）

平成１４年４月１日現在

平成１５年４月１日現在

その他（民間等）

平成１６年４月１日現在

組　　　　　　織　　　　　名
常　　　勤

職員数（役員を除く）

平成１３年４月１日現在

その他（民間等）

その他（民間等）

国際協力銀行

その他（民間等）

平成１７年４月１日現在

その他（民間等）

平成１４年４月１日現在

平成１５年４月１日現在

平成１３年４月１日現在

その他（民間等）



４ 役員給与総額及び個人別給与年額

平成１３年度　

平成１４年度　

平成１５年度　

平成１６年度　

平成１７年度　

平成１８年度　

平成１３年度

平成１４年度

理事 19,247千円

理事 19,393千円

理事　（5月） 7,187千円

理事　（5月） 6,025千円

213,084千円

理事　（6月） 11,294千円

理事　（5月） 9,011千円

役　　員　　の　　給　　与　　総　　額

249,430千円

214,528千円

212,127千円

報　　酬　　総　　額支　給　年　度

19,247千円

22,842千円

22,842千円

6,782千円

15,134千円

22,842千円

22,842千円

22,860千円

22,860千円

7,313千円

副総裁　（9月）

理事

役　　　職　　　名

総裁　（3月）

総裁　（9月）

副総裁

理事

非常勤監事

理事　（3月）

理事

副総裁　（3月）

7,479千円副総裁　（3月）

17,463千円副総裁　（9月）

25,519千円

22,842千円

7,308千円

7,340千円

17,419千円

22,988千円

214,616千円

7,583千円

18,411千円

213,270千円

役　　員　　個　　人　　別　　の　　給　　与　　年　　額

支　給　年　度 報　　酬　　年　　額

副総裁

理事

理事

理事

理事　（9月）

非常勤監事

総裁

理事



平成１５年度

平成１６年度

平成１７年度

理事 18,697千円

理事　（6月） 10,616千円

副総裁 22,213千円

理事 18,697千円

総裁 24,758千円

副総裁 22,213千円

非常勤監事 6,516千円

非常勤監事 6,563千円

理事 18,728千円

理事　（6月） 8,066千円

理事 18,681千円

理事 18,719千円

理事 18,681千円

理事　（6月） 9,261千円

理事 18,681千円

理事 18,681千円

副総裁　（6月） 12,612千円

副総裁　（6月） 10,938千円

総裁 24,760千円

副総裁 22,197千円

非常勤監事 6,565千円

非常勤監事 6,649千円

理事　（6月） 8,027千円

理事　（6月） 8,045千円

理事 18,704千円

理事 18,704千円

理事　（6月） 10,714千円

理事　（6月） 10,787千円

理事　 17,314千円

理事　（6月） 7,989千円

理事　（6月） 10,714千円

理事　 18,704千円

副総裁 22,219千円

副総裁 22,219千円

非常勤監事 6,696千円

総裁 24,773千円

非常勤監事　（8月） 4,429千円

非常勤監事　（4月） 2,266千円

理事 19,247千円

理事 19,247千円



平成１８年度

平成１９年度（４月～９月までの６カ月分）

（注）　役員は、非常勤を含む

備考　カッコ内の勤務月数については、端数となる日数が15日を越える場合切上げ、下回る場合切捨てにて表記。

非常勤監事 3,060千円

非常勤監事 3,060千円

理事 9,476千円

理事 8,891千円

理事 9,391千円

理事 9,480千円

理事 8,759千円

理事 8,759千円

副総裁 11,154千円

理事 9,391千円

総裁 12,475千円

副総裁 11,154千円

非常勤監事 5,933千円

非常勤監事　（6月） 3,043千円

理事 19,018千円

非常勤監事　（6月） 3,263千円

理事 18,864千円

理事 18,998千円

理事　（5月） 7,859千円

理事 18,933千円

理事 18,864千円

理事 15,618千円

理事　（0月） 2,118千円

理事　（7月） 12,303千円

副総裁 22,406千円

副総裁 22,406千円

非常勤監事　（11月） 6,516千円

総裁 24,990千円

理事　（6月） 8,117千円

非常勤監事 6,508千円

理事 18,697千円

理事　（6月） 8,110千円

理事 18,759千円

理事　（6月） 10,673千円

理事　（6月） 8,080千円

理事　（6月） 10,616千円



５ 役員氏名等

(平成１９年４月１日現在)

公務員
経験

特殊法人
等役員経
験

就任年月日 就任時年齢

常勤・非常勤 有給・無給

○ － H13.6.29 64歳   

(財)アリオン音楽財団 理事 非常勤 無給

(財)衛星通信教育振興協会 理事 非常勤 無給

(財)国際開発センター 理事 非常勤 無給

(財)国際通貨研究所 理事 非常勤 無給

(財)国際臨海開発研究センター 理事 非常勤 無給

(財)住宅産業研修財団 評議員 非常勤 無給

(財)生涯学習開発財団 評議員 非常勤 無給

(財)新国立劇場運営財団 理事 非常勤 無給

(財)世界経済情報サービス 顧問 非常勤 無給

(財)太平洋人材交流センター 顧問 非常勤 無給

(財)東京フィルハーモニー交響楽団 理事 非常勤 無給

(財)長岡記念財団 理事 非常勤 無給

(財)日本科学技術振興財団 評議員 非常勤 無給

(財)日本極地研究振興会 評議員 非常勤 無給

(財)日本糖尿病財団 理事 非常勤 無給

(財)放送大学教育振興会 評議員 非常勤 無給

(財)みずほ福祉助成財団 理事 非常勤 無給

(財)労働問題リサーチセンター 理事/評議員 非常勤 無給

(財)開発技術学会 名誉会員 非常勤 無給

(財)海外建設防災協会 評議員 非常勤 無給

(財)国際協力医学研究振興財団 理事 非常勤 無給

(財)国際開発高等教育機構 理事 非常勤 無給

財務省 参与 非常勤 無給

総裁

氏　　　　　名

経　　　　　　　　　　　　　歴

兼　　　　職　　　　先 役　　職　　名

役　　職　　名

篠沢 恭助

昭和35年大蔵省入省
理財局長、大臣官房長、主計局長、大蔵事務次官
平成8年1月5日  退職
平成10年5月22日 海外経済協力基金 総裁
※ 平成11年10月1日 国際協力銀行 副総裁



社会福祉法人 こどもの国協会 理事 非常勤 無給

日本オペラ団体連盟 理事 非常勤 無給

日本ユネスコ国内委員会 委員 非常勤 無給

日タイ修好120周年記念行事実行委員会 委員 非常勤 無給

日本・バングラデシュ経済委員会 委員 非常勤 無給

日本・エジプト経済委員会 特別委員 非常勤 無給

日印交流年実行委員会 委員 非常勤 無給

第1回アジア・太平洋水サミット運営委員会 委員 非常勤 無給

(財)航空機国際共同開発促進基金 理事 非常勤 無給

(社)日韓経済協会 顧問 非常勤 無給

(財)日中経済協会 評議員 非常勤 無給

日中投資促進機構 特別顧問 非常勤 無給

日本エジプト友好協会 顧問 非常勤 無給

日本・ウズベキスタン協力委員会 委員 非常勤 無給

日本ブラジル交流年実行委員会 委員 非常勤 無給

(財)社会経済生産性本部 評議員 非常勤 無給

関税･外国為替等審議会 委員 非常勤 無給

(財)海外投融資情報財団 理事 非常勤 無給

(社)日本機械工業連合会 顧問 非常勤 無給

理事 非常勤 無給

(社)日本経済団体連合会 評議員 非常勤 無給

(社)日本原子力産業会議 顧問 非常勤 無給

日本貿易振興機構 運営審議会委員 非常勤 無給

日印経済委員会 委員 非常勤 無給

(社)日本経済調査協議会 参与／法人会員 非常勤 無給

(財)日本国際問題研究所 理事／個人会員 非常勤 無給

○ － H13.6.29 61歳   

対外関係タスクフォース(内閣官房) 委員 非常勤 無給

(財)大阪国際交流センター 顧問 非常勤 無給

委員 非常勤 有給

副総裁

「文化外交推進に関する懇談会」(内閣官房及び
外務省)

(財)日本グローバルインフラストラクチャー研究
財団

田波 耕治

昭和39年大蔵省入省
理財局長、内閣官房内閣内政審議室長、大蔵事務次官、大蔵省顧問、財務省顧問
平成13年6月28日  退職



財務省「財政制度等審議会国有財産分科会」 臨時委員 非常勤 有給

内閣府「男女共同参画推進連携会議」 議員 非常勤 無給

－ － H16.10.1 57歳   

非常勤 無給

「中東情勢懇談会」委員 非常勤 無給

－ － H16.10.1 57歳   

日本貿易振興機構　日中長期貿易協議委員会 常任理事 非常勤 無給

日中投資促進機構 理事 非常勤 無給

北東アジア経済委員会 委員 非常勤 無給

委員 非常勤 無給

委員 非常勤 無給

委員 非常勤 無給

委員 非常勤 無給

委員 非常勤 無給

委員 非常勤 無給

委員 非常勤 無給

委員 非常勤 無給

(社)日本経済団体連合会　中国委員会 委員 非常勤 無給

委員 非常勤 無給

委員 非常勤 無給

委員 非常勤 無給

委員 非常勤 無給

委員 非常勤 無給

委員 非常勤 無給

(社)日本経済団体連合会　経済連携推進委員会 委員 非常勤 無給

(財)中東協力センター　サウジアラビア委員会 委員 非常勤 無給

(財)中東協力センター　クウェート委員会 委員 非常勤 無給

(財)ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ振興協会　評議員会 評議員 非常勤 無給

副総裁

理事

国際協力銀行 理事

星 文雄

国際協力銀行 アジア・大洋州地域外事審議役

(社)日本経済団体連合会　日本･インドネシア経
済委員会

(社)日本経済団体連合会　日タイ貿易経済委員会

(社)日本経済団体連合会　日本ミャンマー経済委
員会

(社)日本経済団体連合会　中東・北アフリカ地域
委員会

(社)日本経済団体連合会　ヨーロッパ地域委員会

(社)日本経済団体連合会　サブサハラ地域委員会

(社)日本経済団体連合会　日本ベトナム経済委員
会

(財)中東協力センター

(財)産業研究所
産学官研究会「経済動向
研究会」委員

森田 嘉彦

(社)日本経済団体連合会　日本ロシア(NIS)経済
委員会

(社)日本経済団体連合会　日本アルジェリア経済
委員会

(社)日本経済団体連合会　東亜経済人会議日本委
員会

(社)日本経済団体連合会　日本･香港経済委員会

(社)日本経済団体連合会　アジア･大洋州地域委
員会

(社)日本経済団体連合会　日本イラン経済委員会

(社)日本経済団体連合会　日本トルコ経済委員会



－ － H17.10.1 57歳   

(社)海外建設協会 理事 非常勤 無給

(財)海外貿易開発協会 理事 非常勤 無給

(社)経済企画協会 理事 非常勤 無給

－ － H17.10.1 55歳   

委員 非常勤 無給

(社)日本経済団体連合会 経済政策委員会 委員 非常勤 無給

(社)日本経済団体連合会 輸送委員会 委員 非常勤 無給

(社)海外事業活動関連協議会　　 参与 非常勤 無給

○ － H17.10.1 52歳   

委員 非常勤 無給

委員 非常勤 無給

委員 非常勤 無給

委員 非常勤 無給

日本・東京商工会議所 日本ペルー経済委員会 委員 非常勤 無給

(社)日本経済団体連合会 中南米地域委員会 委員 非常勤 無給

(社)日本経済団体連合会 アメリカ委員会 委員 非常勤 無給

(社)日本経済団体連合会宇宙開発推進会議 委員 非常勤 無給

(財)航空機国際共同開発促進基金 評議員 非常勤 無給

石油化学推進基本問題協議会国際委員会 委員 非常勤 無給

サウディアラビア投資促進機構 ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ 非常勤 無給

○ － H18.4.12 57歳   

－ －

昭和48年外務省入省
在モントリオール日本国総領事館総領事、特命全権大使コートジボワール国駐箚、兼ねてトーゴ国ニ
ジェール国ブルキナファソ国ベナン国駐箚
平成18年4月12日より役員出向

国際協力銀行 専任審議役

近藤 純一

国際協力銀行 大阪支店長

齋藤 浩

理事

理事

(社)日本経済団体連合会 貿易投資委員会

理事

 － －

武田 薫

昭和50年通商産業省入省
基礎産業局総務課長、経済産業省大臣官房審議官(産業資金担当)、独立行政法人経済産業研究所副所長
(地球環境問題担当)、経済産業研究所次長、中小企業庁事業環境部長、大臣官房審議官(経済産業政策局
担当)、産業技術環境局長
平成17年9月6日  退職

塩口 哲朗 理事

(社)日本経済団体連合会 日本メキシコ経済委員
会
(社)日本経済団体連合会 日本ベネズエラ経済委
員会
(社)日本経済団体連合会 日本コロンビア経済委
員会
(社)日本経済団体連合会 日本ブラジル経済委員
会



○ － H18.11.1 52歳   

－ －

－ － H19.4.1 54歳   

非常勤 無給

－ － H18.4.12 64歳   

－ －

－ － H18.10.1 64歳   

－ －

備考

※ 平成11年10月組織改変により日本輸出入銀行と海外経済協力基金が統合し国際協力銀行となる

(注)公務員経験欄の△は旧国立大学の教官

森本 学 理事

昭和52年大蔵省入省
東京国税局総務部長、理財局総務課長、理財局総務課長兼理財局国庫課長、大臣官房審議官(理財局担
当)、近畿財務局長、大臣官房参事官(大臣官房担当)兼財務総合政策研究所次長
平成18年11月1日より役員出向

 － －

吉田 亘 理事

国際協力銀行 アジア・大洋州地域外事審議役

特定非営利活動法人プロジェクトマネジメント資
格認定センター

理事

成田 頼博 監事（非常勤）

丸紅電力開発株式会社 顧問
平成18年9月30日 退職

 － －

日本アサハンアルミニウム株式会社 常務取締役
平成18年4月11日 退職

 － －

佐藤 久尚 監事（非常勤）



６ 退職金支給総額等

役職員の退職金支給総額

（うち役員への支給総額）

平成１３年度 970,108千円 常　勤 常　勤 14.7年    

（72,781千円） 非常勤 非常勤 -

平成１４年度 774,039千円 常　勤 常　勤 19.6年    

（18,668千円） 非常勤 非常勤 -

平成１５年度 898,752千円 常　勤 常　勤 21.8年    

（44,148千円） 非常勤 非常勤 -

平成１６年度 1,103,689千円 常　勤 常　勤 17.5年    

（30,443千円） 非常勤 非常勤 -

平成１７年度 735,962千円 常　勤 常　勤 14.3年    

（23,228千円） 非常勤 非常勤 -

平成１８年度 1,115,482千円 常　勤 常　勤 16.4年    

（18,642千円） 非常勤 非常勤 -

役　　職　　名

平成１３年度 総裁

副総裁

平成１４年度 理事

理事

理事

平成１５年度 理事

理事

理事

平成１６年度 副総裁

平成１７年度 理事

理事

理事

平成１８年度 理事

理事

理事 8,119千円

9,776千円

-

-

4,772千円

8,946千円

999,000×28/100×3ヶ月
+999,000×12.5/100×21ヶ月×1.5

996,000×28/100×14ヶ月
+996,000×12.5/100×27ヶ月×1.5

996,000×28/100×9ヶ月
+996,000×12.5/100×34ヶ月×1.5

996,000×28/100×3ヶ月
+996,000×12.5/100×39ヶ月×1.5

8,859千円

10,267千円

14,142千円

30,443千円

13,682千円

4,772千円

48,405千円

13,447千円

27,567千円

-

19,165千円

-

1,663,000×36/100×59ヶ月
+1,346,000×36/100×27ヶ月

-

計　　算　　式退職金額

支給年度

退職年度
役　　員　　別　　の　　退　　職　　金　　支　　給　　額

職員に対する退職金平均支
給額

23,605千円

17,256千円

-

17,410千円

左の平均勤続年数

1,486,000×36/100×22ヶ月
+1,297,000×36/100×27ヶ月

1,196,000×36/100×18ヶ月
+1,034,000×28/100×7ヶ月

1,196,000×36/100×14ヶ月
+1,034,000×28/100×5ヶ月

24,375千円

7,475千円

1,416千円

19,739千円

999,000×28/100×3ヶ月
+999,000×12.5/100×21ヶ月×1.5

1,012,000×28/100×5ヶ月

1,196,000×36/100×34ヶ月
+1,012,000×28/100×18ヶ月

1,196,000×36/100×12ヶ月
+1,012,000×28/100×18ヶ月

1,196,000×36/100×21ヶ月
+1,012,000×28/100×18ヶ月

1,196,000×36/100×39ヶ月
+1,297,000×36/100×10ヶ月
+1,187,000×28/100×21ヶ月
+1,187,000×12.5/100×9ヶ月×1.5

1,196,000×36/100×9ヶ月
+999,000×28/100×21ヶ月
+999,000×12.5/100×21ヶ月×1.5



13 特殊法人から他の法人等への出向職員数等

1年
未満

１～
２年
未満

２～
３年
未満

３～
４年
未満

４年
以上

対象人数

13人 6人 5人 2人 - - 国 13人

9人 1人 2人 5人 1人 - 独立行政法人 9人

1人 1人 - - - - 国立大学法人 1人

1人 - - 1人 - - 公益法人 1人

22人 3人 8人 7人 3人 1人 民間等 22人

8人 1人 4人 2人 1人 - 国 8人

10人 5人 - 2人 3人 - 独立行政法人 10人

2人 1人 1人 - - - 国立大学法人 2人

1人 1人 - - - - 公益法人 1人

19人 2人 4人 7人 6人 - 民間等 19人

12人 6人 1人 4人 1人 - 国 12人

7人 2人 4人 1人 - - 独立行政法人 7人

4人 2人 1人 1人 - - 国立大学法人 4人

1人 1人 - - - - 公益法人 1人

15人 4人 2人 3人 4人 2人 民間等 15人

7人 1人 4人 2人 - - 国 7人

5人 2人 2人 1人 - - 独立行政法人 5人

5人 2人 2人 - 1人 - 国立大学法人 5人

1人 - 1人 - - - 公益法人 1人

20人 10人 3人 2人 3人 2人 民間等 20人

7人 2人 1人 4人 - - 国 7人

4人 - 1人 2人 1人 - 独立行政法人 4人

3人 - 1人 1人 - 1人 国立大学法人 3人

18人 3人 10人 3人 1人 1人 民間等 18人

6人 2人 2人 1人 1人 - 国 6人

5人 3人 - 1人 1人 - 独立行政法人 5人

2人 1人 - - - 1人 国立大学法人 2人

19人 5人 3人 9人 2人 - 民間等 19人

5人 2人 2人 1人 - - 国 5人

3人 - 3人 - - - 独立行政法人 3人

3人 1人 1人 - - 1人 国立大学法人 3人

15人 3人 4人 3人 5人 - 民間等 15人

平成１６年度 181,773,627円

平成１７年度 136,916,885円

平成１８年度 90,537,903円

平成１９年度（４月～９
月までの６カ月分）

49,582,723円

平成１４年度 205,931,756円

平成１５年度 153,453,801円

出向者の給与について補填している場合

補　　填　　総　　額

平成１３年度 -

出向職員数

経過年数

出向先の区分



15 行政組織から特殊法人への再就職

（平成19年4月1日現在）

8人

総裁 篠沢 恭助 ※平成10年5月 大蔵省大蔵事務次官

副総裁 田波 耕治 平成13年6月 財務省顧問

理事 齋藤 浩 平成17年10月 経済産業省産業技術環境局長

課長 加藤　恵佑 平成4年6月 経済企画庁勤務

課長 中井　完造 平成8年10月 国土庁勤務

調査役 A 平成19年4月 A

副調査役 二宮　知子 平成19年4月 国土交通省勤務

副調査役 B 平成19年4月 B

国の行政組織からの再就職者数

備考
・平成11年10月組織改変により日本輸出入銀行と海外経済協力基金が統合し国際協力銀行となる
・表中アルファベットで記載しているものは、個人情報の開示につき本人の同意が得られなかったた
め、伏せているもの。

特殊法人への再
就職年月

国の行政組織での最終役職名特殊法人での役職名 氏　　　名



16 特殊法人から他の法人への再就職

うち国家公務員経験者の数

1人 0人

1人 0人

1人 0人

2人 0人

1人 0人

1人 0人

関西電力（株） 1人 1人

三井物産（株） 1人 0人

笹川平和財団 1人 0人

1人 0人

1人 0人

1人 0人

1人 0人

1人 0人

1人 1人

1人 0人

1人 0人

1人 0人

1人 0人

1人 0人

1人 1人

平成19年度 1人 0人

支店長 渡辺 滋 特殊法人 平成14年6月 国際石油開発（株）監査役

外事審議役 酒井 陽三 特殊法人 平成14年8月 サウディ石油化学（株）常務取締役

専任審議役 黒田 円参 特殊法人 平成14年11月 日本ウジミナス（株）

監事 下村 恭民 特殊法人 平成15年4月 法政大学教授

主任研究員 不破 吉太郎 特殊法人 平成15年4月 法政大学

審議役 長須 政司 特殊法人 平成15年4月 立命館大学

部長 田中 裕 特殊法人 平成15年6月 スマトラパルプ（株）

理事 岩田 満泰 通商産業省 平成15年10月 関西電力（株）顧問

理事 丸川 和久 特殊法人 平成15年10月 三井物産（株）参与

理事 河野 善彦 特殊法人 平成16年1月 笹川平和財団参与

部長 林 薫 特殊法人 平成16年4月 文教大学

平成17年度

平成18年度

再就職先の法人名 人　　数

平成14年度

国際石油開発（株）

サウディ石油化学（株）

日本ウジミナス（株）

再　就　職　年　度

法政大学

立命館大学

平成16年度
（財）海外投融資情報財団

文教大学

（株）三菱総合研究所

日本アマゾンアルミニウム（株）

スマトラパルプ（株）
平成15年度

住友商事（株）

日本工営（株）

伊藤忠商事（株）

日本・サウジアラビアメタノール(株）

日本アマゾンアルミニウム（株）

日本アサハンアルミニウム（株）

日本シンガポール石油化学（株）

（株）ローン・スター・ジャパン・アクイジッ
ションズ

（財）国際東アジア研究センター

備考　　有価証券報告書や年次報告書等、公にされている情報をもとに可能な限り記載した。

特殊法人での最終
役職名

氏　 　名 出身組織
他の法人への再就

職年月
再就職先での役職名



副総裁 神 信一 特殊法人 平成17年1月 （財）海外投融資情報財団理事長

部長 畑中 邦夫 特殊法人 平成17年2月 （株）三菱総合研究所

部長 伊藤 博夫 特殊法人 平成16年度 日本アマゾンアルミニウム（株）

部長 大橋 裕 特殊法人 平成17年8月 日本・サウジアラビアメタノール(株）

理事 岡本 巖 通商産業省 平成17年10月 住友商事（株）常務執行役員

理事 丹呉 圭一 特殊法人 平成17年10月 日本工営（株）顧問

理事 山田 高行 特殊法人 平成18年1月 伊藤忠商事（株）顧問

主任研究員 岸本 憲明 特殊法人 平成18年4月 日本アマゾンアルミニウム（株）

外事審議役 春田 弘司 特殊法人 平成18年度 日本アサハンアルミニウム（株）

部長 野村 徹 特殊法人 平成18年度 日本シンガポール石油化学（株）

理事 岩下 正 大蔵省 平成18年度
（株）ローン・スター・ジャパン・アクイ
ジッションズ会長

部長 長谷川 純一 特殊法人 平成19年度
（財）国際東アジア研究センター主席
研究員

　「出身組織」欄は、その者が最も長く所属していた組織を記載しており、国の組織の場合は、「府省名」
を、当該特殊法人の場合は「特殊法人」と、その他（当該特殊法人以外の特殊法人、民間企業、地方公共団体
等）の場合は「その他」と記載している。
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